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第 節 企業ネットワークの深化

SECTION 12
12

１経済産業省「平成16年情報処理実態調査」。ただし、ハードウェアについてはリース・レンタルが増加しており、実際の機器の配備状況という点
では過小な評価となっている可能性がある
２経済産業省「平成16年情報処理実態調査」
３サプライチェーンマネジメント（SCM：Supply Chain Management）は、一連の企業内の流通状況を効率的にコントロールし、これを効率化する
ことを目的として、リードタイムの短縮や棚卸資産の圧縮等へ、情報通信技術の活用する方法。1998年から実際に導入事例も出てきている。（財）
日本情報処理開発協会電子商取引推進センター（2004）
４プロダクトライフサイクルマネジメント（PLM）とは、製品開発過程を包括的に管理する手法、最近では、電子タグを活用することで、製造から
リサイクルまでの製品のライフサイクルを管理して物流を効率化といった実験等も行われている

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

製品・サービス開発力強化 

調達・在庫コスト削減 

組織の簡素化・効率化 

人件費などの 
一般管理費の削減 

他社との取引上の必要性 

営業・販売力強化 

業務の効率化・迅速化 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」 

（％） 

82.6 

19.0 

14.4

13.5

12.2

8.4

6.8

図表1-12-1 情報化投資の目的

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

新たな事業への進出 

原材料・部品などの 
調達コストの削減 

売上高の増加 

適正な在庫数の確保 
（在庫コストの削減） 

企業イメージや 
認知度の向上 

組織の簡素化・効率化 

顧客満足度の向上 

一般管理費の削減 

受発注や決済時間の短縮 

社内の経営情報や 
ノウハウの共有化の進展 

業務の効率化・迅速化 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」 

（％） 

82.6

29.7

20.6

17.2

13.3

13.3

7.7

7.0

5.7

5.6

2.5

図表1-12-2 情報化投資の効果

1 企業のICT化の現状
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1 ネットワークの導入状況

2 企業の情報システムの導入状況

一部の事業所又は部門で構築している 

全社的に構築している 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％） 

　 
 

5,000人以上 
 
 

3,000～4,999人 
 
 

2,000～2,999人 
 
 

1,000～1,999人 
 
 

500～999人 
 
 

300～499人 
 
 

100～299人 
 
 

  全  体 
　 70.6

40.4

65.3
40.0

 22.3

13.277.2
36.6

86.1
45.6

89.6
60.2

87.6
57.0 

90.4

96.8

58.9

10.7
73.6

97.3
73.9

97.7
69.4

97.6
79.1

96.3
79.4

8.488.9
43.9

94.4
44.9

 97.6
33.6

96.3
46.0

3.3

19.8

17.0

22.3

28.0

30.0

24.5

45.5

33.4

19.0

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」 

図表1-12-3 企業通信網の構築状況（上：企業内通信
網、下：企業間通信網、2005年末）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

無回答　　 
接続できないし、今後接続する予定もない 
接続できないが、今後接続する予定がある 
接続できる 

携帯電話から 

パソコンから 

パソコン又は 
携帯電話から 

（％） 

45.5 12.6 41.1

45.1 11.4 42.7

13.9 14.4 68.6

3.2

0.9

0.8

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」 

図表1-12-5 社外からの企業通信網への接続状況
（2005年末）

５ただし、調査対象企業は従業員100人以上の企業のみ
６総務省「平成17年通信利用動向調査（事業所編）」

無回答 
13.1％ 

分からない 
5.5％ 

その他 
1.6％ 

電話回線 
（ダイヤル 
　アップ） 
6.1％ 

セルリレー 
0.2％ 

フレーム 
リレー 
2.8％ 

専用線 
15.0％ 

インターネット 
VPN 
14.8％ 

IP-VPN 
20.4％ 

広域イーサネット 
20.4％ 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」

図表1-12-4 企業通信網で幹線系に利用されるサービ
ス（2005年末）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

同一事業所内線 

事業所間内線 

外線 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」 

（％） 

31.713.08.9

15.3 12.1 26.9 43.7

49.222.49.915.8

2.6

1.5

2.0

44.9

無回答　　 
導入していないし、今後導入する予定もない 
導入していないが、今後導入する予定がある 
一部の事業所又は部門で導入している 
全社的に導入している 

図表1-12-6 IP電話の導入状況（2005年末）
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2 情報システムにおける設備の配備状況

７経済産業省「平成16年情報処理実態調査」
８経済産業省「平成16年情報処理実態調査」

0 20 40 60 80 100

モバイル端末 
パソコン 
オフコン・ミニコン・ワークステーション 
メインフレーム 

5,000人以上 

1,000人以上 
5,000人未満 

300人以上 
1,000人未満 

100人以上 
300人未満 

100人未満 

全規模 

（出典）経済産業省「平成16年情報処理実態調査」 

（％） 

21.3 37.5 39.5

1.7

8.8 29.0 61.4

0.8

16.1 35.9 46.6

1.4

25.2 39.2 34.0

1.6

31.3 43.0 23.5
2.3

31.7 43.8 20.7
3.9

図表1-12-7 総従業員別に見たハードウェア利用
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顧客管理 

営業支援 

生産・サービス提供 物流 

在庫管理 

調達・仕入れ 

商品開発 

35
30

40

45

50

55

60

65（％） 

（出典）「企業のICTネットワーク利用状況調査」 

全体 製造 
運輸、卸小売 金融保険、不動産 

図表1-12-9 業種別情報システムの構築方法（オーダ
ーメイドの割合）

3 ソフトウェアの開発・利用状況

９情報処理実態調査報告書では「規模が小さい企業においては自社開発のための要員や設備等を確保することが難しいことに加え、パッケージソフ
トが比較的安い価格で購入でき、かつシステム構築の手間もかからない」ことを導入しやすい理由として挙げている
10受注ソフトウェア開発が多い理由として、パッケージソフトを利用すれば、ソフトウェア構築費用は大幅に下げることができるが、企業の情報シ
ステムの場合、売れ行きの良し悪しといったリスクを避けるため個別に開発しているケースが多くなっているという指摘や、エンドユーザーのリ
テラシーや技術レベルが高くないために、パッケージソフトに業務を適合させることができないという指摘等がある

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

研修 

商品開発 

物流 

生産・ 
サービス提供 

調達・仕入れ 

営業支援 

在庫管理 

顧客管理 

情報共有 

給与・人事 

経理・会計 

全体 

（出典）「企業のICTネットワーク利用状況調査」

（％）

32.9

34.6

25.7

15.7

13.0

15.9

14.3

12.7

12.5

12.2

15.4 33.6 35.7 15.3

37.5 39.3 11.0

30.1 50.0

32.2 47.3

32.5 44.5

32.2 43.7

31.9 49.8

30.5 47.4

34.2 33.8

33.6 26.5

33.5 28.6 5.0

5.4

6.3

6.5

5.2

8.1

8.7

7.8

7.4

19.7 32.8 40.0 7.5

パッケージソフトを利用し、カスタマイズなし 
パッケージソフトを利用し、カスタマイズも積極的に実施 
パッケージソフトを利用せず、オーダーメイドで構築 
わからない 

図表1-12-8 情報システムにおけるソフトウェア利用
の状況
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0 20 40 60 80 100

1,000億円以上 

300億円以上～1,000億円未満 

　100億円以上～300億円未満 

　50億円以上～100億円未満 

　10億円以上～50億円未満 

3億円以上～10億円未満 

3億円未満 87.0

85.7

81.1

77.3

70.2

60.7

44.3 25.5 18.2

16.8 15.9

11.5 16.8

10.0

3.4

4.5
2.6

5.0 9.4 3.1
1.3

6.4
1.8

0.8

1.9

3.6
0.5

0.0

0.0 0.8

4.7

7.8

0.9
3.6

0.0

2.6
3.9

0.6

1.7

0.0

4.5 3.4

Windows系 商用UNIX系（Solaris、AIXなど） フリーUNIX系（FreeBSD、Linuxなど） 
MacOS系 その他 わからない 

図表1-12-10 サーバーOSにおけるオープンソースソフトウェアの利用状況（経理・会計システム、売上高別）

11（社）情報サービス産業協会（2005）を基にしている
12（社）情報サービス産業協会が会員向けに行ったアンケート調査では、BPOは現在の主力業務として18.5％であるのに対し、今後力を入れたい業
務として26.0％となっている。また、同調査において今後の情報サービスのニーズとして、BPOのニーズがこれまで以上に高まると考えている企
業が48％と約半数に達している

ソフトウェア産業は、近年BPO（Business Process Outsourcing）や海外アウトソーシング（オフショア

リング）と呼ばれる外注化の進展が著しい。

BPOは、情報システムの運営管理を請け負う従来のアウトソーシングと異なり、事務や顧客対応などを

含めた業務プロセス全体を請け負うビジネスのことである 。今後一層拡大することが予想される が、長

期的には企業内部のICTに関するノウハウ、能力等の低下へとつながることも考えられる。また、開発コス

ト削減のための海外アウトソーシング（オフショアリング）については、実施企業の割合が2002年の

22.1％から2004年には24.2％と近年伸びている。

BPO、海外アウトソーシングの進展C O L U M N

（出典）（社）電子情報技術産業協会、（社）日本パーソナルコンピュータソフトウェア協会、（社）情報サービス産業協会「2005年コンピュ
ータソフトウェア分野における海外取引および外国人就労等に関する実態調査」 

 中国  

 米国  

 インド  

 オーストラリア  

 イギリス 

 フィリピン  

 韓国  

 フランス  

 カナダ  

 ベトナム  

 その他  

 計 

 9,833 

 3,260 

 1,908 

 0 

 20 

 1,864 

 1,952 

 0 

 496 

 30 

 888 

 20,251

 2002 年 

 26,280 

 4,988 

 6,312 

 2,626 

 1,827 

 2,494 

 1,871 

 834 

 616 

 30 

 1,082 

 48,960

 2003 年 

 33,241 

 5,147 

 4,255 

 3,133 

 2,126 

 2,117 

 1,415 

 548 

 262 

 216 

 237 

 52,697

（63.1％） 

（9.8％） 

（8.1％） 

（5.9％） 

（4.0％） 

（4.0％） 

（2.7％） 

（1.0％） 

（0.5％） 

（0.4％） 

（0.5％） 

 

 126％  

 103％  

 67％  

 119％  

 116％  

 85％  

 76％  

 66％  

 43％  

 720％  

 22％  

 108％ 

 2004 年 

 調査対象年（暦年） 2004年 
前年比 

国・地域名 

（単位：百万円） 

（構成比：％） 

図表　海外アウトソーシングの規模
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中国においてソフトウェア分野が急速に発展している。

中国ソフトウェア産業協会によると、中国のソフトウェア市場は、2001年に796億元、2005年には3,900

億元と4年で約5倍に拡大している。また、ソフトウェア輸出についても一貫して増加しており、2001年に

7.2億ドル、2005年には35.9億ドルとなった（図表1、図表2）。

日本と中国は、地理的近接性、言語、文化面の共通性等を背景とし、ソフトウェアに関する強い相互関

係が構築されている。日本のオフショアリング先としては、中国が最も多く約63％（332.4億円）を占めて

おり、続いて米国、インドとなっている。オフシ

ョアリングは、国内企業へアウトソーシングする

場合と異なり、言葉や考え方の違いに課題があり、

選定に当たっては「技術者の質・量が十分である

こと」、「日本語が理解できること」、「取引金額が

妥当であること」が重視されている 。

また、中国ソフトウェア産業協会によると、中

国のソフトウェア輸出先としては、2005年輸出額

において日本が約59％と最も多く、続いて欧米が

約20％、日本を除くアジアが14％となっている

（図表3）。

中国におけるソフトウェアをめぐる状況C O L U M N

13（社）電子情報技術産業協会、（社）日本パーソナルコンピュータソフトウェア協会、（社）情報サービス産業協会（2005）

（億元） （％） 

34.2％ 
38.2％ 

45.5％ 

73.8％ 

40.3％ 

796
1,100

1,600

2,780

3,900

※　2001～2005年の中国ソフトウェア産業規模及び年増加率の推移      
※　2004年全国第一回経済調査の統計方法が変わり、調査対象が増加した
ため、中国情報産業部は、2004年の産業規模を2,003億元から
2,780億元に調整した 

0
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1,000
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3,000

3,500

4,000

4,500

2005（年） 2004200320022001
0
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40

50

60

70
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90

中国ソフトウェア産業協会資料により作成 

売上高（億元） 増加率 

図表1 中国ソフトウェア産業の売上高の推移

（億米ドル） （％） 

80.0％ 

7.2

100.0％ 

15.0
33.3％ 

20.0 40.0％ 

28.0

28.2％ 

35.9

※　2001～2005年の中国ソフトウェア輸出額及び年増加率の推移 
※　2004年の全国第一回経済調査の統計方法が変わり、調査対象が増加した
ため、中国情報産業部は2004年のソフトウェア輸出額を26億米ドルか
ら28億米ドルに調整した 

2005（年） 2004200320022001
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中国ソフトウェア産業協会資料により作成 

ソフトウェア輸出額（億米ドル） 増加率 

図表2 ソフトウェア輸出規模

その他　7％ 

日本 
59％ 

欧米 
20％ 

アジア 
（日本を除く） 

14％ 

中国ソフトウェア産業協会資料により作成 

図表3 輸出先の主な内訳
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4 ユビキタスツールの導入の状況

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

非接触型ICカード 

電子タグ 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」 

（％）

79.114.7

0.2 2.6 3.4

71.214.87.9

3.0 3.0

無回答 
導入していないし、今後導入する予定もない 
導入していないが、今後導入する予定がある 
一部の事業所又は部門で導入している 
全社的に導入している 

図表1-12-11 電子タグ及び非接触型ICカードの導入
状況（2005年末）

無回答 
5.6％ 

現在は置いていないし、 
今後も設置する予定はない 
72.4％ 

現在は置いて 
いないが今後 
設置する予定 
がある 
6％ 

専任ではないが業務の一部を 
ICT（IT）関連に費やしている 
兼任のCIOがいる 
12.5％ 

専任ではないが業務の大半を 
ICT（IT）関連に費やしている 
兼任のCIOがいる 
1.5％ 

専任のCIOを 
設置している 
2％ 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」

図表1-12-12 CIOの設置状況（2005年末）

無回答 
15.6％ 

その他 
7.4％ 

執行役員クラス 
29.6％ 

専務・常務クラス 
39.1％ 

副社長クラス 
4.6％ 

社長クラス 
3.5％ 

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」

図表1-12-13 CIOの役職（2005年末）

3 企業ICT化の推進体制

14総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」
15総務省「通信利用動向調査（企業編）」。なお、経済産業省「『CIOの機能と実践に関するベストプラクティス懇談会』報告書」では約5割となって
いる。同報告書では「全上場企業」を調査対象としているのに対して、通信利用動向調査では「事業所・企業統計調査」のリストを用いている点
で異なる
16経済産業省「平成16年情報処理実態調査」。本調査での一企業当たりの情報処理要員数は509.2人であることから、従業員100人当たりの人数を計
算
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（出典）経済産業省、次世代電子商取引推進協議会、（株）NTTデータ
経営研究所「平成16年度　電子商取引に関する実態・市場規模
調査」 
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図表1-12-14 B2B-ECの市場規模（狭義）及び電子
商取引化率（狭義）の推移

17「異なる組織間で、取引のためのメッセージを、通信回線を介して標準的な規約（可能な限り広く合意された各種規約）を用いて、コンピュータ
（端末を含む）間で交換すること」をEDIという。EDI推進協議会ホームページを基に記述（http://jedic.ecom.jp/edi/about.html）
18この理由としては、ネットワーク等のコスト削減を目的としたIP化の場合と受発注指示にとどまらず商品情報に係る企業間連携等を通じた全体最
適を目的として回線速度の高速化とシステムの刷新まで含めたIP化の場合がある。（「電子商取引に関する実態・市場規模調査」）
19経済産業省「平成16年情報処理実態調査」。なお、資本金規模が大きくなるほど利用する企業も多くなる傾向がある
20分析の詳細に関しては付注12を参照のこと
21同様の観点から分析を行っている先行研究として、経済企画庁（2000）、内閣府（2004）、篠崎（2005c）、峰滝（2005）が挙げられる。いずれに
ついても同様の結果が得られており、情報通信技術の導入は、それに見合った企業及び組織改革を伴うことで効果を発揮することが示唆されている

4 企業間取引のネットワーク化（企業間（B2B）電子商取引）

5 企業ICT化と生産性
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図表1-12-15 「ユビキタス化」、「企業再編」と生産性
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図表1-12-16 「ユビキタス化」、「賃金体系」と生産性


